
群馬県老人福祉施設施設整備事業費県費補助金交付要綱 
                                            

 

（趣旨） 

１  県は、県が所管する老人福祉施設の施設整備（以下「事業」という。）を行う社会福祉法人等               

及び市町村（中核市を除く）に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、群馬

県補助金等に関する規則（昭和３１年群馬県規則第６８号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところに

よる。 

（交付の対象） 

２  この補助金が交付の対象とする事業は別表第１のとおりとする。 

（交付の対象除外） 

３  この補助金は、次に掲げる費用については、交付の対象としない。 

（１）土地の取得又は整地に要する費用 

（２）職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設に要する費用 

（３）その他事業費として適当とは認められない費用 

（交付額等） 

４  この補助金の交付額は、別表第１に定める対象事業ごとに次により算出するものとする。 

ただし、算出された交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）創設、増築、改築及びユニット改修事業の場合 

別表第２の第１欄に定める整備区分ごとに、第２欄に定める基準額と、第３欄に掲げる対象経費の実支出

額とを比較して少ない方の額を選定し、その選定された額の合計額と当該対象事業の総事業費から当該対

象事業に係る寄附金その他の収入額（社会福祉法人等の場合は寄附金収入額を除く。以下同じ。）を控除

した額とを比較して少ない方の額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額とする。 

（２）大規模等修繕事業の場合 

別表第２の第２欄に定める基準額と、第３欄に掲げる対象経費の実支出額から寄附金その他の収入額

（社会福祉法人等の場合は移行時特別積立金を含む。）を控除した額とを比較して少ない方の額に、第４

欄に定める補助率を乗じて得た額とする。 

（交付の条件） 

５  この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業に要する経費の配分を変更する場合には、知事の承認を受けなければならない。ただし、区分間の

経費の変更は、承認しないものとする。 

（２）事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

ア 建物の設置場所 

イ 建物の規模、構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。） 

ウ 建物等の用途 

エ 入所定員又は利用定員 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には知事の承認を受けなければならない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、速やかに知事に報告

してその指示を受けなければならない。 

（５）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し又は効用の増加し

た価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、補助金等に係る予算の適正化に関する法律施行

令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する

まで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保

に供し、又は取壊してはならない。 

（６）前項の承認に当たり、補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることがある。 

（７）担保に供する処分については、抵当権が実行に移される際に補助金の全部又は一部に相当する金額を

県に納付することを条件に承認するものとする。 



（８）前項の場合において、事業のために抵当権を設定する場合には、別紙 10 の様式により交付申請時に財

産処分の承認申請を行い、抵当権の設定完了後、１ヶ月以内に別紙 11 の様式により知事に報告するも

のとする。 

（９）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に 

納付させることがある。 

（10）事業により取得し又は効用の増加した財産については、事業完了後においても、善良な管理者の注意を

もって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。 

（11）事業者が市町村の場合においては、補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙７に

よる調書を作成し、これを事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

（12）事業者が社会福祉法人等（以下「法人」という。）の場合においては、補助金と事業に係る収入及び支出

を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類

を事業完了の日の属する県の会計年度の翌年度から５年間保管しておかなければならない。 

(13)この補助金の対象となる法人は、自己及び法人の役員等が、次の各号のいずれにも該当するもの

であってはならない。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２  

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者 

エ 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者 

オ 自己、法人若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、 

暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

カ 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴

力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者  

ク 暴力団員と密接な交友関係を有する者 

（14） この補助金の対象となる法人は、自己及び法人の役員等及び被雇用者が、次の各号のいずれ

にも該当する者であってはならない。 

ア 出入国管理及び難民認定法による不法就労者 

イ 出入国管理及び難民認定法による不法就労を助長する者 

(15)補助事業の遂行において５（１３）の各号に掲げる者から不当な要求行為を受けたときは、県に報告

し、警察に通報すること。 

（申請手続） 

６  この補助金の交付の申請は、別紙１の様式による申請書を別に知事が定める日までに提出して行うものと

する。 

（変更申請手続）  

７  この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等を行う場合には、６に

定める申請手続に準じ、別に知事が指示する期日までに提出して行うものとする。 

 （交付の決定） 

８  知事は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査、現地調査等により、補助金の

目的及び内容が適正であるかどうか等を調査し、当該補助金等を交付すべきものと認めたときは、速やかに補

助金の交付を決定し、申請者に通知するものとする。 

なお、知事は、補助金の適正な交付を行うため必要があるときは、補助金等の交付の申請にかかる事項に

ついて修正を加えて交付の決定をすることができる。 

（状況報告） 

９  この補助金の状況報告については、次により行わなければならない。 

（１）施設整備に係る工事に着工したときは、別紙３の様式により工事に着手した日から５日以内に知事に報告

するものとする。 



（２）施設整備に係る工事進捗状況については、別紙４の様式により毎月末現在の状況を翌月１０日までに知

事に報告するものとする。 

（３）施設整備に係る工事を完了したときは、別紙５の様式により工事が完了した日から７日以内に知事に報告

するものとする。 

（事業遂行等の指示） 

１０ 知事は、事業者が提出する報告等により、事業が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に

従って遂行されていないと認めるときは、当該事業者に対し、これらに従って当該事業を遂行すべきことを指

示することができる。 

なお、知事は、事業者が当該指示に違反したときは、当該事業者に対し、事業の遂行の一時停止を命ずる

ことができる。 

（繰越申請） 

１１ 事業者は、補助事業が年度内に完了しないと認められ、事業を翌年度に繰り越す必要がある場合は、当

該事業年度の３月２０日までに別紙９の様式を知事に提出しなければならない。 

（繰越承認） 

１２ 知事は、繰越の申請があった場合は、これを審査し、適正であると認めたときは、繰越の承認を行い、申請

者に通知するものとする。 

（実績報告）  

１３ この補助金の実績報告は、事業完了後１か月以内（５の（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、当該承認通知を受理した日から１か月以内）又は当該事業年度の翌年度の４月５日のいずれか早い

日までに、別紙２による報告書を知事に提出して行わなければならない。 

   なお、事業が翌年度にわたるときには、この補助金の交付決定に係る県の会計年度の翌年度の４月１５日ま

でに、別紙６による報告書を知事に提出して行わなければならない。 

（補助金の額の確定、交付） 

１４ 知事は、事業の完了等にかかる実績報告を受けたときは、報告書等の書類の審査、現地調査等により、そ

の成果が当該補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、当該額を交付するものとする。 

（その他） 

１５ 特別の事情によりこの要綱に定める算定方法、手続きによることができない場合には、あらかじめ知事の承

認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

附則  

１ この要綱は、平成６年２月１６日から施行し、平成５年度の事業から適用する。 

２ 平成５年度の民間補助事業に限り、別表の補助額のほか知事が必要と認めた額を加算するものとする。 

３ 平成４年９月９日制定の群馬県老人福祉施設整備費県単特別加算補助金交付要綱は廃止する。 

附則  

  この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

附則  

この要綱は、平成７年４月１日から施行し、平成７年度の事業から適用する。ただし、別表中、国庫負担（補

助）分の補助金の２については平成８年度の新規事業から適用し、平成７年度の事業及び平成７年度からの継

続事業については、なお従前の例による。 

附則  

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行し、平成１５年度の事業から適用する。ただし、別表については、平

成１５年度の新規事業から適用し、平成１４年度の事業及び平成１４年度からの継続事業については、なお従前

の例による。 

附則 



この要綱は、平成１６年４月１日から施行し、平成１６年度の事業から適用する。ただし､別表については、平成１

６年度の新規事業から適用し、平成１５年度の事業及び平成１５年度からの継続事業については、なお従前の

例による。 

附則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行し、平成１７年度の事業から適用する。ただし、平成１６年度からの継

続事業については、なお、従前の例による。 

附則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成１９年６月４日から施行する。ただし、平成１８年度からの継続事業については、なお、従前

の例による。 

附則 

この要綱は、平成２０年９月２５日から施行する。ただし、平成１９年度からの継続事業については、なお、従前

の例による。 

附則 

この要綱は、平成２１年９月２４日から施行する。ただし、平成２０年度からの継続事業については、なお、従前

の例による。 

附則 

この要綱は、平成２７年１月３０日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２７年６月２日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２８年６月３０日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２９年９月１２日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 



別表第１ 

（１）対象事業 

   対象事業ごとに交付の対象となる整備区分は、次のとおりとする。 

対象事業 整備区分 

特別養護老人ホーム（地域密着型を除く。）に係る整備事業 
創設、増築、改築、ユニット改修 
 

特別養護老人ホーム（公立施設及び地域密着型を除く。） 
及び併設老人短期入所事業用居室に係る整備事業 

大規模等修繕 

養護老人ホームに係る整備事業 
創設、増築、改築 
 

養護老人ホーム（公立施設を除く。） 

及び併設の老人短期入所事業用居室に係る整備事業 
大規模等修繕 

軽費老人ホーム（公立施設を除く。）に係る整備事業 大規模等修繕 

 

（２）整備区分等 

整備区分 整備内容 

創設 新たに施設を整備すること。 

増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

改築 既存施設の定員を増加させずに改築（一部改築含む。）を行うこと。 

ユニット改修 
既存のユニット型以外の施設をユニット型に転換するため、居室環境等の改善整備
を行うこと。 

大規模等修繕 
老朽化が著しく入居者の処遇に影響が生ずるおそれがあるため改修が必要となった
施設及び附帯設備の改修工事を行うこと。ただし、（３）に掲げる条件を付すものとす
る。 

 

（３）大規模等修繕の条件 

ア １施設あたりの修繕に係る総事業費が、以下に掲げる額以上であること。 

区分 改修工事の内容 総事業費 

① 空調設備改修工事 特別養護老人ホーム：１０，０００千円以上 

養護老人ホーム・軽費老人ホーム：５，０００千円以上 外壁改修工事 

屋上防水工事 

② 附帯設備改修工事 特別養護老人ホーム：５，０００千円以上 

養護老人ホーム・軽費老人ホーム：２，５００千円以上 

（ア） 附帯設備とは、給排水設備、電気設備（LED 化含む。）、ガス設備、消防用設備、エレベーター、浴

槽等（群馬県介護基盤等整備事業費補助金交付要綱に規定する介護施設等の大規模修繕の際に

あわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援の補助対象機器を除く。）を言う。 

（イ） ①については、同一建物（棟）内に複数の施設が所在する場合は、当該施設群を同一施設として取

り扱う。 

（ウ） 総事業費について、①内又は②内で複数の工事を組み合わせての申請は可とするが、①と②を組

み合わせての申請は不可とする。総事業費の額はそれぞれ①内又は②内で判断する。 

（エ） ①と②とを同時に申請することはできない。 

イ  当該施設の長寿命化計画（個別施設計画）を策定していること。 

ウ  建物の維持管理の義務を怠ったことに起因したものではないこと。 

エ  設計監理の不備又は工事施工の瑕疵に起因したものではないこと。 



オ  過去に国又は県の補助事業で大規模等修繕を行った箇所ではないこと。 

カ  交付申請した年度中に事業が完了となる見込みであること。 

キ  同一年度に同一法人内の複数の施設を同時に申請することはできない。 

ク  本補助金（大規模等修繕に限る。）の交付決定の対象となった施設は、当該交付決定を受けた年度の翌

年度から起算して２年間、交付申請することができない。 

ケ  本補助金（大規模等修繕に限る。）の交付決定を受けた法人は、当該交付決定を受けた年度の翌年度

から起算して２年間、他の法人に比べて採択の優先度を低く取り扱うものとする。 

 

別表第２                                    

１ 整備区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

創設 
 
改築 

（特養、養護）１施設あたり 

ユニット型：３，２０６千円  ×整備対象定員 

従来型 ：３，２０６千円 ×整備対象定員 

 
 

 施設整備に必要な工事費又は
工事請負費及び工事事務費（工
事施工のため直接必要な事務に
要する費用であって、旅費、消耗
品費、通信運搬費、印刷製本費及
び設計監督料等をいい、その額は
工事費又は工事請負費の２．６％
に相当する額を限度とする。） 
ただし、消費税及び地方消費税

は含まないものとする。 

１０／１０ 

増築 １０／１０ 

ユニット改修 （特養）１施設あたり 

 ７５０千円 ×整備対象定員 
１０／１０ 

大規模等修
繕 

（特養・養護・軽費）１施設あたり 

① 屋上防水、外壁改修、空調設備改修 
   ４０，０００千円 

② 附帯設備         １５，０００千円 

１／２ 
以 内 

 


